
随時改定に該当？

   
本業と兼業で変動発生

        

昼間の所定労働分が基礎

事業所ごとに対象かを判断

                               R3.8.2 労働新聞より

問

嘱託で週３日勤務、旧友の手伝いで週３日ほど兼業する労働者がいます。当社は企業規模か

ら特定適用事業所で、兼業先も、来年 10 月に常時１００人以上で対象となるのをにらみ任意

特定適用事業所となっているため、双方健康保険の被保険者です。当社の賃金見直しと兼業

先の昇給が偶然重なりましたが随時改定はどう考えますか。

答

同時に２以上の事業所で被保険者となる場合、標準報酬月額は、被保険者となる各事業場に

おいて算定した報酬月額を合算し決定します（健保令 47 条）。各事業主が負担すべき保険料

額は、標準報酬月額から計算した保険料額の半額に、報酬月額の合算額に対する各事業主が

支払った報酬月額の割合を乗じて算出します。ご質問のケースは、週３日勤務などから短時

間労働者に当たると考えられ、固定的賃金の変動以後、連続する３ヵ月間で各月の支払基礎

日数が 11 日以上、かつ新しく算定した標準報酬月額が従前より２等級以上変動する場合、随

時改定の対象となります。この判断は事業所ごとに行い、変動のあった事業所の報酬月額

に基づく標準報酬月額でみることになります’（日本年金機構疑義照会）。


